




Development of the decision making support system  
for a public transport system
ZHAI Yaohui 
Abstract
　For this research, I developed a computer simulation system to estimate and evaluate 
the effect of the introduction of a new transport system.
　Specifically, I investigated the present traffic situation for the case study city, 
estimated the information related to the traffic situation and the public transport 
business management when the new public transport system is constructed, and 
evaluated the effect of the introduction based on this information. This computer 
system was constructed as a decision making support system that can be used along 
planners’ trial and error process and have much applicability to the real planning 
process.
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路線バス 約60 ～ 80人 中型～大型のノンステップバス





























































































































































アジア 1 2 3 2 1 9 36 1
（うち日本） 0 0 0 0 0 0 20 0
オセアニア 0 0 0 1 0 1 3 0
アフリカ 1 1 0 0 0 2 5 0
北アメリカ 4 4 4 2 0 14 23 4
中・南アメリカ 1 2 1 0 0 4 5 0
西ヨーロッパ 3 3 6 6 9 27 117 8
（うちイギリス） 1 1 2 2 0 6 6 1
（うちフランス） 1 1 3 2 3 10 13 2
（うちドイツ） 0 0 0 2 1 3 57 0
中部ヨーロッパ 1 5 1 0 0 7 47 0
旧ソ連邦 1 4 0 0 0 5 112 0























地下鉄 40 ～ 50千人/ １時間



























1,000 17 13 9 5
2,000 34 25 18 9















































































































































































































































































































































乗合バス タクシー 自家用車 運送送迎 観光バス バイク 自転車 計
① 193,222 34,918 86,831 1,731 17,440 0 472 334,613
② 193,526 21,011 59,024 2,339 33,760 475 874 311,008
③ 111,001 20,610 37,931 1,455 8,080 373 275 179,726
④ 196,870 22,969 27,034 1,253 1,320 542 511 250,499
⑤ 249,769 28,491 30,079 820 1,240 1,131 1,862 313,393
⑥ 212,814 24,793 35,808 2,199 2,800 1,084 406 279,904
⑦ 93,875 24,552 49,964 2,201 4,120 1,254 709 176,675
⑧ 114,447 20,370 49,964 2,809 6,800 1,083 1,117 196,589
⑨ 99,144 14,844 24,417 1,437 4,480 736 310 145,369




















































































































乗合バス タクシー 自家用車 運送送迎 観光バス バイク 自転車
転換率→ 100％ 10％ 50％ 5％ 60％ 95％ 95％
① 251,133 0 31,423 43,416 1,644 6,974 0 20 
② 246,803 0 18,908 29,513 2,220 13,504 20 43 
③ 137,566 0 18,533 18,966 1,383 3,232 16 14 
④ 214,540 0 20,668 13,518 1,190 528 30 26 
⑤ 271,290 0 25,642 15,039 781 496 55 94 
⑥ 236,403 0 22,316 17,903 2,091 1,120 53 17 
⑦ 125,761 0 22,097 24,979 2,092 1,648 63 34 
⑧ 147,782 0 18,328 24,979 2,669 2,720 52 55 
⑨ 116,597 0 13,360 12,206 1,365 1,792 34 15 








































































































　　電力 = 消費電力原単位 × 編成数 × 路線延長 × 電力単価（0.688元22））
　これも広島市の事例23）をもとに，消費電力原単位を1.5KWh/km・編成，札幌市におけ
るLRT導入提案資料24）をもとに車両メンテナンス費用を95百万円（１年目），189百万円（２
年目），367百万円（３年目以降）（提案されている17両分の合計値）に設定している。た
だし，ここでの計算方式は暫定的なものである。単純にパネル上に費用を入力する方法が
適する可能性もある。
　以上の設定・入力の結果，ランニングコストに関しては，１年目は約5,260万元，３年
目は約4,370万元の黒字（それぞれ月額）となるため，８年後にはイニシャルコストの償
還が可能であるとの結果となった。
４−９．事業計画の評価指標の算定
　本研究の目的は，最終的にはLRT導入の効果を何らかの形で総合的に評価して，事業
の成立可能性を「判断」したり，複数の代替案の中から妥当なものを「選択」するといっ
た，意志決定を支援することである。こうした観点から本節では，以下の４項目の評価指
標を算定する。
　① 　事業の採算性：黒字・赤字の議論ではなく，あくまで評価指標の１つとして，事業
の採算性を扱う。事業収支の経年的シミュレーションの結果，今回の条件では，８年
後に黒字化する結果となった。
　② 　他の交通事業への影響：LRT敷設により，他の交通事業は乗客減の影響を受ける。
タクシーと乗合バスについて影響の度合いを料金収入の減少額として推計した。その
結果，それぞれの運賃収入減少は，425,900元，1,645,600元であり，例えば何らかの
調整や補填を検討する際のベースの数値となる。
　③ 　交通状況の改善効果：LRT導入の主要な目的は，交通状況の改善であることから，
これは最も重要な評価指標となり得る。一方，LRT導入により車線数は減少するので，
同一の自動車交通量であれば渋滞が激しくなる。車線数の減少分を相殺するほどLRT
への転換によって自動車交通量が減るのかは重要な検証課題である。実際，本研究の
ケースでは，地点①においては，6,941台→4,018台に車線あたり交通量は減少してい
るが，地点②においては増加し，かえって渋滞が激しくなることが予想される。こう
した情報は，専用軌道化や交通規制に関わる意志決定に役立つものと考えられる。
　④ 　環境負荷の低減効果：自動車の排気25）を汚染源とするCO2の削減量等を算定してい
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る。なお，これらの評価指標を算定し表示
するために，図４−11に示す評価指標算定
機能を構築しており，上記の指標の算出結
果を一覧できる。
４−10．事業運営のシミュレーション分析
　条件や設定値を変更してシミュレーション的
な作業を行えるようにすれば，計画者の試行錯
誤過程をさらにサポートできることになる。開
発したシステムは，設定値を変えた場合の推計値の変化を感度分析的に見たり，逆に，計
算で得られる指標の中から目的関数を定め，これを最適化する設定値を探る等のアプロー
チによる分析を試みるための枠組みを提供している。
　紙幅の関係で結果は省略するが，車両の条件や運行間隔，運賃設定，転換率等を変化さ
せた場合の，LRT利用者数，将来交通量，事業収支への影響に関するシミュレーション
を行っている。
５　おわりに
　本研究では，都市の交通問題の解決方策について考察したうえで，公共交通機関を新し
く導入した場合の効果を評価するシステムの構築を目指した。
　本稿ではまず，交通問題が日々深刻化している状況を背景に，公共交通の優位性と機能
強化の必要性について，さらには，優先的に考慮すべき交通システムについて考察を行っ
た。
　また，公共交通を主軸とする都市交通システムは今後さらなる導入が期待されるが，そ
の効果の評価手法については確立されておらず，これが導入推進のネックになる可能性も
あることを指摘して実務的な計画支援システムの必要性を述べるとともに，交通問題が顕
著であるにもかかわらずデータ入手困難の発展途上国の都市を想定すると，情報が限られ
る状況の中で概算的であっても必要最小限の計画情報を算出できるようにすることが必要
であることを示し，これをシステムの主要なポリシーに設定した。
　そして，こうした考え方にもとづき支援システム開発を行い，様々な種類・形式のデー
タへの対応や，条件や設定値を変更してのシミュレーション作業，逆に，計算で得られる
指標の中から目的関数を定め，これを最適化する設定値を探る等のアプローチによる分析
図４−11　指標の算定結果表示パネル
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都市の公共交通システムを対象とした実務的な計画支援システムの開発（ザイ）
を可能とする等，計画者の試行錯誤過程をサポートしようという考え方を内包した，特に，
本システムは，制約条件を満たさない場合には警告を鳴らす方式を取り入れている等，現
時点では合理的な予測機能を持っていないものの，このことがむしろ「プロジェクトが成
功するために必要な転換率や誘発率といった計画目標を探るシステム」としての特徴にも
なっている。こうして，現実の計画局面への適用性が高い意志決定支援システムの構築を
行うことができたと考えている。多くの計画支援システムが存在するなかで，現況調査か
ら評価までの一連の算出過程をサポートするパッケージはあまり見られず，開発したシス
テムはあくまでプロトタイプであるものの一定の社会的役割を果たせるのではないかと考
える。
　しかしながら，本システムはまだまだ発展途上であり，さらなる改良の余地は多くある。
　ふりかえって見れば，３および４で示した計画ステップは，４−９におけるシミュレー
ションも含め，まず１つの導入案を定め，それに対してLRTを主体に，付随的に他の交
通機関の交通量を推計・評価するというものであった。
　ところが実際の計画は複数の代替案を設定し，その中から最も適切なものを選択すると
いう手続きが通常であり，本システムのままでも案を変えて回を重ねればよいとはいうも
のの，より明示的に代替案の比較評価が行えるようにすべきだと思われる。
　さらに，行政主体にとって新しい公共交通機関導入の第一義の目的は，都市全体を視野
に入れての交通状況の改善であろうが，システムにおける評価機能は現時点では導入した
交通機関とその周辺に限られている。現在の評価指標に加え，モビリティ・マネジメント
や，パッケージ・アプローチの観点を取り入れ，また都市全体を見越した視点からの評価
に対応していく必要がある。
　また個別の演算手法については，特に上述の「交通量の転換率・誘発率」を達観的に入
力する方法について，何らかの予測機能をつくり，いずれの方法も適用可能となるように
したい。もっともこれらは，たとえモデル式を設定できたとしても，その妥当性に議論の
余地が残るであろう部分なので，複数の方法の選択方式とすることを前提にし，さらには，
デルファイ法やAHP等，人間の勘を数値的に扱うことで妥当性を高めるアプローチを内
包する形態も模索したいと考えている。
　こうした点に加え，インターフェイスの統一性等も課題であり，精力的な改良を加えて
いきたい。
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